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 第 1 部においては、「国際著作権法」の分野を対象とした。まず、著作権の帰属の
準拠法は、著作権自体の問題として、ひいては権利の享有の問題として捉えるべきで
ある。「映画の著作物について著作権を有する者を決定することは、保護が要求される









ヌ条約 14 条の 2 第 2 項(c)号)によることが望ましいと思われる。 
 さらに、問題となるのが、著作権侵害の準拠法についての問題である。ベルヌ条約
5 条 4 項は、著作物の本国が変動する旨の規定を置いている。まず、未発行著作物の
場合には、著作者の本国が著作物の本国となる(ベルヌ条約 5 条 4 項(c)号)。次に、発










 次いで、ベルヌ条約は、5 条 1 項においては、著作物の本国以外の同盟国における
外国人の権利の享有に関する内国民待遇の原則を、5 条 2 項 3 文においては、著作物
の本国以外の同盟国における効力についての内国民待遇の原則(外人法規定)を規定し
ている。また、5 条 3 項 2 文においては、著作物の本国における外国人の権利享有に










 さらに、ベルヌ条約 5 条 2 項 3 文は、条約上の外人法規定であると解される。また、
ベルヌ条約 7 条 8 項は、保護期間に関する規定を置き、原則として内国民待遇の原則
によるとしながら、同条但書の規定は著作物の本国における保護期間を超えることは








を解決することはできない。この点、日本の刑法施行法 27 条柱書及び 1 号は、日本








ならば、非同盟国が保護国となり A 国法の適用となる。A 国法上、複製権が認められ
ていなければ、この場合にコピーライトヘブンの問題が発生し、保護国法主義を採用
した場合の弊害が顕著に現れる。以上のことを纏めると、著作権の帰属、移転、侵害
の準拠法の決定に関しては、抵触法規定である本源国法主義(根拠規定としては 5 条 2
項 1 文：無方式主義)と外人法規定である効力についての内国民待遇の原則(効力につ
いては 5 条 2 項 3 文、なお、著作権の帰属については 14 条の 2(2)(a)号、著作権の譲



















次に、特許権侵害の準拠法の決定に関しては、ベルヌ条約の 5 条 2 項 3 文が著作物
の本国以外の同盟国における内国民待遇の原則を規定しているのに対して、パリ条約
に規定されている属地主義の原則は、内国における内国民待遇の原則であるというこ
とである。このことが意味することは、結果的には、パリ条約においては外国におい
て成立した特許権の効力が及んできても承認しないという属地主義を採用していると
いうことである。そのことから、さらに、権利付与国法主義、つまり、抵触法上の属
地主義の原則が導かれる。 
したがって、パリ条約は、権利付与国法主義と相対的属地主義(不承認)との組み合
わせを規定しているものである。この点、著作物に関するベルヌ条約は、その構造と
して、本源国法主義と相対的普遍主義(効力についての内国民待遇の原則:条件付きで
承認する)との組み合わせを規定しているものであるという結論が導かれるのである。 
 このように、本研究においては、著作権には無方式主義が採用されていることから
普遍主義が、特許権については方式主義(登録制度)が採用されていることから属地主
義が妥当するという両権利の性質の違いに着目し、前者については、本源国法主義と
効力についての内国民待遇の原則との組み合わせによるとする原則が妥当し、後者に
ついては、相対的属地主義と権利付与国法主義との組み合わせによるとする原則が妥
当するという結論を導くことができた。これらの原則に基づくならば、従来の議論に
は見られなかった、著作権と特許権とを一括して知的財産権の問題として論じるので
はなくて、その性質上の相違に着目して妥当な準拠法決定を行い問題を解決できる。
そうであるならば、権利者と利用行為者の双方の利益保護の観点からも、法的安定性
を確保しながら、円滑な権利の行使が実現できるものと思われる。 
したがって、ベルヌ条約は、著作権の準拠法として「帰属」、「譲渡」、「侵害」に関
する抵触法規定を含み、本源国法主義と効力についての内国民待遇の原則との組み合
わせによる。 
 
